
ひとをつなぐまち

【基本施策６】
行政経営プロジェクト



24 年度 ～ 24 年度

事業番号 28 事業名 市庁舎補修工事費（議場音響設備及びカメラシステム改修工事） 新規・既存の別 既存

事業概要

議場における音響設備は設置後２８年経過し老朽化が進んでいます。現在使用しているマイクや音響設備及びカメラシステムはアナログ方式
のため部品調達が難しくなっています。今回、議場設備をアナログからデジタル化するとともに、将来的には議会のインターネット配信も視野に
いれて改修を行うものです。

達成のめやす
議場音響及びカメラシステムのデジタル化。インターネット配信等を行うためのシステム構築。

留意事項

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
音響・カメラシステムのデジタル
化。
将来的なインターネット配信等を
行うためのシステム一式の構築。

音響・カメラシステムをデジタル化し、配信
システムを構築することで、将来的に議会
をインターネット配信可能にする。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

期待する
効果

スムーズな議会運営。将来的にはインターネット配信等も予定。

0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

合計 18,000

0
一般財源 18,000 0 0 18,000

0

総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

負担金 0 0 0

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

100.00 100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

単位：％
音響カメラシステムをデジタル化し、インターネット配信等システムの構築。

0
県 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 0

0 0 18,000



25 年度 ～ 25 年度総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

事業番号 57 事業名 地域情報一般管理費（ＦＩＬＥサーバ） 新規・既存の別 新規

期待する
効果

各課事務データ等の情報資産の保全。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

FILEサーバー更改により、情報資産の安全を確保することにより目標達成。

事業概要

ネットワーク内の職員使用の共有FILEサーバーが、保守対応が厳しくなったことによるリプレイス。

達成のめやす
共有FILEサーバー（libla）を更改。

留意事項

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
共有FILEサーバー更改。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

財
源
内
訳

国 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

合計 0 5,261 0

0
一般財源 0 5,261 0 5,261

0
負担金 0 0 0 0

0
県 0 0 0 0

5,261



25 年度 ～ 25 年度総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

事業番号 57 事業名 地域情報一般管理費（ＵＰＳバッテリー） 新規・既存の別 新規

期待する
効果

停電時の緊急対応。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

バッテリー交換により、停電時に安定的に稼働させることにより目標達成。

事業概要

サーバ用無停電装置のバッテリーが交換時期を超えたため交換。

達成のめやす
サーバ用UPSバッテリー6台交換。

留意事項

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
UPSバッテリー交換。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

財
源
内
訳

国 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

合計 0 815 0

0
一般財源 0 815 0 815

0
負担金 0 0 0 0

0
県 0 0 0 0

815



26 年度 ～ 年度総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

事業番号 57 事業名 地域情報一般管理費（ＣＭＳ導入） 新規・既存の別 新規

期待する
効果

最新情報を常に更新可能。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

ＣＭＳ導入により、常に最新情報を市民に提供、ホームページが常時最新状態に保持していることにより目標達成。

事業概要

ホームページをさらに充実したものにするため、ＣＭＳを導入する

達成のめやす
ＣＭＳを導入。

留意事項

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
ＣＭＳ導入

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

財
源
内
訳

国 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

合計 0 0 18,039

0
一般財源 0 0 18,039 18,039

0
負担金 0 0 0 0

0
県 0 0 0 0

18,039



24 年度 ～ 24 年度総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

事業番号 57 事業名 地域情報一般管理費（パソコン購入） 新規・既存の別 既存

期待する
効果

職員以外にもパソコンの配布ができ、事務の効率化を図る。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

購入パソコンを、随時、利用要望課へ配布することにより目標達成。

事業概要

平成24年度12月でリース期間終了のパソコンを90台購入し、嘱託や臨時職員または各拠点用として確保する。

達成のめやす
リース終了後にパソコン90台購入。

留意事項

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
リース終了パソコン90台購入。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

財
源
内
訳

国 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

合計 1,129 0 0

0
一般財源 1,129 0 0 1,129

0
負担金 0 0 0 0

0
県 0 0 0 0

1,129



24 年度 ～ 24 年度総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

事業番号 57 事業名 地域情報一般管理費（イントラネットケーブル移設工事） 新規・既存の別 既存

期待する
効果

行橋市ホームページ閲覧等での、市民の情報利用の安定化。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

イントラケーブルを問題なく移設することにより目標達成。

事業概要

国道２０１号線バイパス建設箇所に引いているイントラネットケーブルを移設する。

達成のめやす
２０１号線バイパスの工事と同時進行でケーブルを移設。

留意事項

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
イントラネットケーブルの移設。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

財
源
内
訳

国 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

合計 2,205 0 0

0
一般財源 2,205 0 0 2,205

0
負担金 0 0 0 0

0
県 0 0 0 0

2,205



24 年度 ～ 24 年度総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

事業番号 57 事業名 地域情報一般管理費（パソコン廃棄業務） 新規・既存の別 既存

期待する
効果

不要な情報機器を処分することによる、スペースの有効活用、及び環境保全。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

書庫の保管してある情報機器廃棄物を処分することにより目標達成。

事業概要

使用不能となったパソコンや各種情報機器を廃棄物として処分する。

達成のめやす
職員用ネットワーク機器入れ替え後、一斉に廃棄。

留意事項

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
情報機器の廃棄処分。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

財
源
内
訳

国 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

合計 289 0 0

0
一般財源 289 0 0 289

0
負担金 0 0 0 0

0
県 0 0 0 0

289



24 年度 ～ 24 年度総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

事業番号 57 事業名 地域情報一般管理費（パソコン設定） 新規・既存の別 既存

期待する
効果

最新の情報機器をネットワーク利用設定し、円滑な事務の遂行を図る。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

新規導入パソコン及びプリンターを、前と同様に使用出来るようにすることにより目標達成。

事業概要

職員用パソコン及びプリンター機器をネットワーク上で使用できるように設定。

達成のめやす
12月の職員用ネットワーク機器入れ替え時に設定。

留意事項

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
職員用パソコン及びプリンター機
器設定。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

財
源
内
訳

国 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

合計 5,880 0 0

0
一般財源 5,880 0 0 5,880

0
負担金 0 0 0 0

0
県 0 0 0 0

5,880



24 年度 ～ 24 年度総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

事業番号 57 事業名 地域情報一般管理費（Ｌ３スイッチ機器設定） 新規・既存の別 既存

期待する
効果

各公民館及び保育所の安定的なネットワーク運用を図る。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

新規導入L3スイッチを、前と同様に使用出来るようにすることにより目標達成。

事業概要

各公民館と保育所のＬ３スイッチ機器を入れ替え、ネットワーク上で使用できるように設定。

達成のめやす
12月のＬ３スイッチ入れ替え時に設定。

留意事項

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
Ｌ３スイッチ機器設定。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

財
源
内
訳

国 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

合計 2,678 0 0

0
一般財源 2,678 0 0 2,678

0
負担金 0 0 0 0

0
県 0 0 0 0

2,678



24 年度 ～ 24 年度総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

事業番号 57 事業名 地域情報一般管理費（イントラ回線更改） 新規・既存の別 既存

期待する
効果

通信運搬費の削減。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

４拠点の回線を問題なく変更することにより目標達成。

事業概要

庁外４拠点のイントラネット回線をＩＳＤＮ回線から、より安価で通信速度の速い光回線に更改。

達成のめやす
7月までに４拠点全てを更改。

留意事項

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
４拠点のイントラ回線を更改。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

財
源
内
訳

国 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

合計 1,680 0 0

0
一般財源 1,680 0 0 1,680

0
負担金 0 0 0 0

0
県 0 0 0 0

1,680



24 年度 ～ 24 年度総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

事業番号 57 事業名 地域情報一般管理費（データ消去） 新規・既存の別 既存

期待する
効果

個人情報等の保護や情報漏えいの防止。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

データ消去して情報漏えいの危険をなくすことにより目標達成。

事業概要

リース終了の職員用パソコンの個別データを消去。

達成のめやす
12月の職員用ネットワーク機器入れ替え後に消去。

留意事項

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
職員用パソコン259台のデータ消
去。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

財
源
内
訳

国 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

合計 300 0 0

0
一般財源 300 0 0 300

0
負担金 0 0 0 0

0
県 0 0 0 0

300



年度 ～ 年度総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

事業番号 事業名 議場施設整備事業 新規・既存の別 新規

期待する
効果

インターネット配信により、本会議の様子を時間の制約なく閲覧できるようになり、市政及び議会への関心が高まる。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

事業概要

本会議の様子をインターネット配信することにより、時間や距離の制約なく、広く情報を発信できる。
また、電子採決システムを取り入れることにより、採決の誤謬なく、結果を容易に知ることができるよう、議場の設備を整備するものです。

達成のめやす
議場の設備が整い、インターネット配信及び電子採決システムが稼動することにより、情報発信がなされる。

留意事項

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

11,130 0

0
一般財源 0 0 11,130 0

0
負担金

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
議場音響システム改修 本会議のインターネット配信 電子採決システム導入

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

0 0 0 0

0
県 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

合計 0 0



25 年度 ～ 25 年度

事業番号 事業名 市職員制服購入 新規・既存の別 新規

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
市職員制服購入
男子　232人（ジャケット）
女性　  88人（ジャケット、ベスト、ス
カート）

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等 行橋市職員被服等貸与規程

事業概要

行橋市職員被服貸与規程に基づき、事務職員に対して制服を貸与するものです。
・男性事務服（ジャケット）、女性事務服（ジャケット、ベスト、スカート）

達成のめやす
平成２５年度中に市職員制服を購入し、それを貸与する。

0
地方債 0 0 0 0
負担金 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

留意事項

期待する
効果

市職員に制服を貸与することで、職員が公務員であるという意識を持ち職務を遂行する。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

320 320

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

（貸与数）男性232人、女性88人

年度の事業内訳

一般財源 0 8,183 0 0
合計 0 8,183 0 0

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0
県 0 0 0



24 年度 ～ 27 年度

負担金 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

一般財源 1,700 9,865 16,076 42,992
合計 1,700 9,865 16,076 42,992

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
調光器盤用Ｎ相スイッチ部品交換 照明操作卓更新工事 主幹調光器盤更新工事 舞台照明設備及び操作盤の更新

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0
県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

事業概要

市民会館は、建築から50年近く経過しており、舞台設備が老朽化しています。市民の利用があるため、長期休館期間を設けての大規模な改修
工事は難しく、毎年、設備の延命を図りながら設備の一部を改修しています。

達成のめやす
老朽化した市民会館設備の延命及び更新。

留意事項

期待する
効果

延命・更新工事を行うことで施設を今後も継続して利用することができる。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

40.00 50.00 60.00 70.00

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

単位：％
老朽化している市民会館舞台設備の更新。

事業番号 49 事業名 市民会館補修工事費 新規・既存の別 既存

総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等



25 年度 ～ 25 年度

一般財源 0 1,400 0 1,333
合計 0 1,400 0 1,333

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0
県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0
負担金 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

留意事項

期待する
効果

有事の際に、消防設備が適切に作動すること。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

100.00 100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

単位：％
消防用点検にて指摘された箇所の問題点の改善。

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
自動火災報知器設備　７箇所設置
非常放送設備　断線箇所調査・復旧
連結送水管　表示灯設置

『自動火災報知器設備』、『非常放送設
備』、『連結送水管設備』の3項目の指摘
箇所の改善。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

事業概要

行橋市庁舎も建設から３０年経過し、設備が老朽化してきました。中でも消防設備については、機構改革などによる間取り変更や経年劣化によ
り器具の不良や不足が懸念されます。消防設備の不備は、有事の際、人命に関わります。市民のみなさまに安全安心して市庁舎利用をしても
らうために消防設備改修工事を行うものです。

達成のめやす
消防用設備点検において指摘された『自動火災報知器設備』、『非常放送設備』、『連結送水管設備』の３項目の改善。

事業番号 28 事業名 市庁舎補修工事費 新規・既存の別 既存



25 年度 ～ 43 年度

事業番号 24 事業名 財産管理一般管理費（庁用自動車） 新規・既存の別 既存

総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

事業概要

　現在、７４台の公用車を本庁舎職員用として管理しており、使用頻度の多い軽自動車は５４台保有しています。そのうち、購入から１５年以上
経過している軽自動車は１４台あり、特に老朽化が激しく、車両修繕費用等もかかるため、計画的に入替を行います。

達成のめやす
公用車の入替サイクル計画を作成し、18年で軽自動車の全公用車54台の入替を行う。

留意事項
公用車入替における条件設定が必要。年数や走行距離等。

期待する
効果

公用車の計画的な入替を行うことで、安定した機動力の確保だけでなく、修繕費用等の経費も抑えることができます。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

０台 8台 ３台 ５４台

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

単位：台
年間３台ずつ入替を行うことで、18年で54台の公用車の入替が可能です。

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
軽自動車5台購入。 軽自動車３台購入。 軽自動車の公用車の全車入替。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0
県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0
負担金 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

一般財源 0 8,000 3,000 54,000
合計 0 8,000 3,000 54,000



24 年度 ～ 24 年度

一般財源 11,946 0 0 11,946
合計 11,946 0 0 11,946

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0
県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0
負担金 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

留意事項

期待する
効果

一般競争入札により普通財産を売却することで税外収入を得る。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

単位：％
売却可能な普通財産を選定し、測量設計等を行い、一般競争入札を実施できる状態にする。

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
市営住宅京都団地跡地測量設計
　　　　　　外　普通財産測量設計

未利用地の測量設計等を行い、一般競争
入札を実施し、普通財産を売却することで
税外収入を得ることができる。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

事業概要

未利用地などを測量設計や実施設計を行い、一般競争入札実施し、普通財産を売却することで税外収入を得る。

達成のめやす
普通財産を一般競争入札の行える状態にする。

事業番号 1947 事業名 市有地宅地等開発事業 新規・既存の別 既存



24 年度 ～ 24 年度

負担金 0 0 0
その他 0 0 0 0

一般財源 1,276 0 0 1,276
合計 1,276 0 0 1,276

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
パラマトリックス台数制御装置更新。 ポンプ台数制御ユニットを更新すること

で、今後も、既存設備で空調運転が可能
になる。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0
県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

事業概要

庁舎空調設備において、空調設備の付加の増減を計測し、起動ポンプの台数の制御している装置の更新工事です。納入後２５年が経過し、部
品の調達が不可能になっています。そのため、故障時に空調の運転に影響がでます。今回、この装置を更新することで今後も継続して既存の
空調設備を運転することが可能になります。

達成のめやす
冷温水２次ポンプ台数制御ユニットの更新。

留意事項

期待する
効果

冷温水２次ポンプ台数制御ユニットを更新することで、今後も既存空調設備で運転することができる。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

100.00 100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

単位：％
庁舎内のポンプ制御ユニットの更新。

総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

事業番号 28 事業名 市庁舎補修（冷温水２次ポンプ台数制御ユニット更新工事） 新規・既存の別 既存



25 年度 ～ 34 年度

一般財源 0 20,000 15,000 155,000
合計 0 20,000 15,000 155,000

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0
県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0
負担金 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

留意事項

期待する
効果

集会所を地元へ払い下げる事により、今後予想される集会所の維持管理経費の節減に繋がる。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

0.00 3.00 3.00 30.00

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

市内集会所の地元払い下げの件数。

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
下稗田集会所、辰下第１集会所、辰
下第２集会所、　辰上集会所

延永上集会所、西宮市三区集会所他 集会所１件あたりの施設整備（大規模補
修、付帯設備整備）につき、上限５００万
円の補助金支出を行う。
平成25年度20,000千円
平成26年度～平成34年度　15,000千円（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等 行橋市集会所条例

事業概要

行橋市内の集会所（現在５５箇所）については、そのほとんどが建設より３０年以上経過し、維持管理費用についても施設の老朽化とともに今
後も顕著な増加が見込まれる。大規模補修が必要な集会所について地元と補修に係る経費の一部を補助金として支出することを条件とした払
い下げの交渉を行い、行政コストのスリム化を図る。

達成のめやす
今後１０年間を目処として市内の集会所の約半数を目標として地元（地縁団体）への払い下げを行っていく。

事業番号 事業名 行橋市集会所施設整備助成事業 新規・既存の別 新規



24 年度 ～ 24 年度

事業番号 30 事業名 電算基幹システム導入委託 新規・既存の別 既存

総合計画
基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了
基本施策 基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 平成 期間設定なし
施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

事業概要

現在使用している電算基幹システムの老朽化による新電算基幹システムの導入

達成のめやす
電算基幹システムが安定的に稼動できること。

新しい電算基幹システムを導入することにより処理速度が上がり、よりスムーズな窓口業務を提供することができる。

数値目標
（事業の目的及び
活動内容の達成
度を測る指標）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 最終目標

100.00 100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の
説明を記載のこと

稼働率

年度の事業内訳

平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業の位置づけ
新しい電算基幹システムの導入 新しい電算基幹システムの導入

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

合計 33,600 0 0 33,600

事業計画（事業費、単位：千円）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0
県 0 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源 33,600 0 0 33,600

0
負担金 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

留意事項

期待する
効果


